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（1）　本論文とは視点が異なるが，日本共産党に関する近年の研究として，Stephen Day, “The Japanese Communist 
Party（JCP）：Destination Unknown,” Journal of Communist Studies and Transition Politics, Vol, 26, No. 4, 2010; 

























　1996 年 10 月 20 日の衆院選は，共産党の孤立状態を変化させるきっかけとなった。自社さ政権
と新進党の対立という構図が，衆院選直前の（旧）民主党の結成，敗北した新進党の解党という流
れのなかで崩れていくとともに，小選挙区の 2 議席を含め，前回の 15 から 26 に議席を増やした共
産党の発言力が高まったからである。
　その結果，新進党が解体した直後の 1998 年の通常国会では，社公合意以来進んだ国会での共産
党の排除が壊れた（5）。まず 1 月 27 日，大蔵省接待汚職事件をめぐって 20 年ぶりとなる全野党の国
対委員長会談が開かれた。6 月 11 日には民主・自由・共産の三党で橋本内閣不信任決議案を提出




（3）　中北浩爾「冷戦後ヨーロッパの左翼政党」（『生活経済政策』2020 年 3 月）。
（4）　五十嵐仁『政党政治と労働組合運動』御茶の水書房，1998 年，第 1 部第 3 章。
（5）　棚橋裕一「野党共闘と日本共産党の役割」（『前衛』2001 年 6 月）46-47 頁。
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内閣は共同提案の三党の間でありうる」と語ったのである（6）。さらに共産党は，改選数を前回の 8
から 15 議席に伸ばした 7 月 12 日の参院選後，30 日の首相指名投票で 1 回目から民主党の菅直人
代表に投じた。これは民主党の要請を共産党が受け入れた結果であったが，早期の解散・総選挙に
追い込むというのが合意の条件であった（7）。

























（6）　『朝日新聞』1998 年 6 月 12 日。






（10）　『朝日新聞』1999 年 8 月 18 日，2000 年 5 月 25 日。












　国会での野党共闘は深まり，2000 年 1 月 20 日には民主・共産・社民三党の間で戦後初の全野党
党首会談が国会内で開かれた。しかし，共産党は衆院選が近づいた 5 月 15 日，民主党が暫定政権
を拒否し続けているため，それを今度の選挙戦の目標にできる条件がないとの判断に基づき，民主
党批判を明確にする方針を決定した（14）。
　この森喜朗内閣の下で実施された 2000 年 6 月 25 日の衆院選は，新たな民主党が初めて臨む衆院
選であったが，公示前の 95 から 127 議席に躍進し，自民党と並ぶ二大政党としての地位を固める















を目指す「政権選択選挙」キャンペーンの結果，共産党は 20 から 9 議席へと大幅な後退を余儀な
（12）　『朝日新聞』1998 年 7 月 17 日，1999 年 2 月 5 日，2000 年 12 月 26 日。
（13）　「日本共産党全国都道府県委員長会議への志位和夫書記局長の報告から」1995 年 9 月 20 日（『前衛』1997 年 2
月臨時増刊）103 頁。
（14）　『朝日新聞』2000 年 5 月 16 日。




的社会主義（共産主義）のイデオロギーを変えなかった。すなわち，2000 年 11 月の党大会で，「前
衛政党」という規定を外すなど規約を 42 年ぶりに抜本的に改正し，決議では自衛隊の段階的解消






の，広い国民的共同を呼びかける」という内容の決議を行った。そうしたなか，2004 年 6 月 10 日，
「九条の会」が結成された（18）。しかし，改憲反対で協力できる政党は社民党のみであり（19），民主党と
の政策距離はますます広がった。










とってきた。2003 年の衆院選では，有効投票総数の 10 分の 1 を下回って供託金を没収されるケー
スが相次ぎ，全小選挙区の 79.0％に上った。その結果，農村部などの弱い地方組織ほど負担を強い
られ，疲弊するという悪循環に陥り，全小選挙区擁立方針の見直しを迫られたのである。なお，同




（16）　「第十回中央委員会総会志位委員長の幹部会報告」2003 年 12 月 3 日（『前衛』2004 年 2 月臨時増刊）98-100 頁。
（17）　『朝日新聞』2004 年 1 月 18 日。
（18）　飯田洋子『九条の会』花伝社，2018 年。
（19）　2006 年 3 月 22 日，共産・社民両党間で 28 年ぶりの党首会談が開催された。『朝日新聞』2006 年 3 月 23 日。
























































































































































































































































































































　共産党は，2004 年 11 月 2 日の全国都道府県委員長会議で，志位委員長が「全選挙区での候補者
擁立をめざす」という原則を確認しつつも，「全選挙区での立候補は，すべての県に一律に義務づ
けることはしない」という方針を示し，それは「現在の党の力量を考えてのこと」だと説明し
た（21）。ただし，郵政民営化が争点になった 2005 年 9 月 11 日の衆院選では，300 のうち 25 の小選挙
区で候補者の擁立が断念されるにとどまった（22）。






　ところが，2007 年 7 月 29 日の参院選で，民主党が自民党を上回る改選 60 議席を獲得して参議
院第一党に躍進する一方，共産党は改選 3 議席に沈んだ。一人区での供託金の没収率は，実に
96.4％に達した。そのため共産党は，「すべての小選挙区での候補者擁立をめざす」という方針そ











区に 1 万 5000 ～ 2 万票程度存在する共産党票が，自主投票にとどめたとしても，自民・公明両党
に回ることは考えにくく，その多くが民主党に上乗せされた場合，逆転するケースが少なくないと
みられたからである。実際，2009 年 8 月 30 日の衆院選で共産党が 300 の小選挙区のうち 148 で候
（21）　『しんぶん赤旗』2004 年 11 月 3 日。
（22）　『朝日新聞』2005 年 3 月 15 日，「第 4 回中央委員会総会 報告，結語」2005 年 10 月 10 日（『前衛』2005 年 12
月臨時増刊）102 頁。
（23）　志位和夫「第二十四回党大会にたいする中央委員会報告」2006 年 1 月 11 日（『前衛』2006 年 4 月臨時増刊）
89 頁。この基金は，2007 年 9 月の中央委員会総会で支給対象が小選挙区だけでなく比例代表選挙の候補者に広げ
られ，2010 年 1 月の党大会では参院選まで拡大された。それに伴って名称も「国政選挙供託金支援基金」へと改
められた。「『国政選挙供託金支援基金』についての報告と提案」（『前衛』2010 年 4 月臨時増刊）116 頁。


































（26）　『朝日新聞』2009 年 9 月 1 日，河野勝「選挙結果からみた民主党圧勝，自民党大敗の構図」（田中愛治ほか
『2009 年，なぜ政権交代だったのか』勁草書房，2009 年）45-49 頁。
（27）　小野かおる『小沢一郎の権力論』朝日新書，2017 年，74 頁。
（28）　「第四回中央委員会総会 志位委員長の幹部会報告」2011 年 12 月 3 日（『前衛』2013 年 4 月臨時増刊）32 頁。
（29）　『朝日新聞』2009 年 7 月 27 日。
（30）　「全国都道府県委員長会議 志位委員長の報告」2009 年 7 月 18 日（『前衛』2009 年 12 月臨時増刊）67 頁，志









　この 2012 年 12 月 16 日の衆院選では，自公政権が復活するとともに，第三極と呼ばれた日本維
新の会やみんなの党が伸長し，共産党は 9 から 8 議席に後退した。しかし，民主党政権の失敗に
よって，それまでの二大政党化が崩れたことは明らかであり，第三極の勢いが失われた翌年 7 月
21 日の参院選で，共産党は改選議席を 3 から 8 に伸ばし，15 年ぶりの勝利を収めた。その一カ月
前の都議選など地方議会選挙でも議席の増加が続いた。2014 年 12 月 14 日の衆院選では，全 295





内閣は 2014 年 7 月 1 日，集団的自衛権の限定的な行使容認を認める閣議決定を行い，それを前提











（31）　市田忠義「情勢の発展は日本共産党に何を求めているか」（『前衛』2012 年 2 月）25，27 頁。
（32）　「第四回中央委員会総会 志位委員長の幹部会報告」2011 年 12 月 3 日（『前衛』2013 年 4 月臨時増刊）32 頁。
（33）　『朝日新聞』2015 年 7 月 11 日（『憲法判例百選』の執筆者へのアンケート）。
（34）　志位和夫「『戦争法（安保法制）廃止の国民連合政府』の実現をよびかけます」2015 年 9 月 19 日（『前衛』
2016 年 11 月臨時増刊）。
















案した。9 月 19 日の中央委員会総会に至るまで，賛成の声ばかりだった」。
　共産党から国民連合政府の樹立の打診を受けた民主党は，岡田克也代表が翌夏の参院選の一人区
での候補者調整に前向きな姿勢を示しつつも，連合政権そのものには否定的な立場を示した。そし
















（36）　山下芳生「『戦争法廃止の国民連合政府』実現，参院選勝利をめざす」（『前衛』2015 年 12 月）16 頁。
（37）　『朝日新聞』2015 年 9 月 26，27 日，2016 年 4 月 29 日。
（38）　『朝日新聞』2015 年 11 月 15 日，12 月 3 日。







　2016 年 2 月 19 日，共産，民主，維新，社民，生活の五野党党首会談が開かれ，「安保法制の廃
止と集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回を共通の目標とする」「安倍政権の打倒をめざす」「国政
選挙で現与党およびその補完勢力を少数に追い込む」「国会における対応や国政選挙などあらゆる




ず，候補者の棲み分けにとどめた。参院選で焦点となった 32 の一人区での候補者調整は，5 月 31







　政策的には 5 月 19 日の党首会談で消費税の 10% への引き上げへの反対が合意されていたが，6
月 1 日の野党四党の書記局長・幹事長会談で，「共通政策」として安保法制の廃止に加え，格差と
貧困の拡大の是正，TPP や沖縄問題などでの強権政治反対，安倍政権の下での憲法改悪反対など










年 3 月）14 頁。
（41）　『朝日新聞』2015 年 12 月 4 日。以下，参院選の野党間選挙協力に関する文書は，『前衛』2016 年 11 月臨時増
刊の第三部に収録されている。





　7 月 10 日に実施された参院選で，野党共闘は一定の成果を上げ，前回は 2 勝 29 敗と大敗した一
人区で，11 勝 21 敗と善戦した。しかし，当選した 11 名は，民進党公認が 7，無所属が 4 であり，










　共産党の小池晃書記局長は，11 月 9 日の野党書記局長・幹事長会談で，衆院選での選挙協力に
ついて，「原発問題を含め共通政策をより豊かで魅力的なものに仕上げる」「相互協力，相互推薦を







る。7 月 2 日の東京都議選で小池百合子都知事が地域政党「都民ファーストの会」を率いて圧勝し，
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　それゆえ共産党は，希望の党への合流を拒否・断念した民進党の国会議員が，10 月 2 日に枝野
を代表とする立憲民主党を立ち上げると，これを歓迎し，社民党を含む三党間で選挙協力を行っ









　10 月 22 日に実施された衆院選では，立憲民主党が躍進して野党第一党になったが，共産党は前
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（47）　以下，この衆院選の野党間選挙協力に関する文書は，『前衛』2018 年 2 月臨時増刊の第三部に収録されている。
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（56）　志位和夫「野党連合政権へ『政治決断』を」（『前衛』2020 年 4 月）21-24 頁。





　その一方で，共産党の連合政権樹立にかける意気込みは，かつてなく強い。2020 年 9 月 16 日，
安倍晋三内閣の総辞職を受けて実施された首相指名選挙で，共産党は立憲民主党の枝野代表に投票










　本稿は，2020 年 9 月 26 日に行われた日本政治学会の分科会「平成史を振り返る」での報告に加筆・修正したもの
である。日本共産党の志位和夫委員長には，同月 28 日にインタビューを行う機会をいただいた。注をつけずに「志
位委員長によると」と書かれている箇所は，このインタビューでお聞きした内容である。改めて感謝申し上げたい。
（59）　『しんぶん赤旗』2020 年 9 月 17 日。
